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その他医療関係職種の業務等に関する法律による規定 

 

＜診療放射線技師＞ 

診療放射線技師法（昭和２６年法律第２２６号） 

第二条第二項  この法律で「診療放射線技師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、医師又は歯科医師の指示の下に、放射線を人体に対し

て照射（撮影を含み、照射機器又は放射性同位元素（その化合物及び放射性同位元素又はその化合物の含有物を含む。）を

人体内にそう入して行なうものを除く。以下同じ。）することを業とする者をいう。 

第二十四条      医師、歯科医師又は診療放射線技師でなければ、第二条第二項に規定する業をしてはならない。 

第二十四条の二 診療放射線技師は、第二条第二項に規定する業務のほか、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十

一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として、磁気共鳴画像診断装置その他の画像による診断を行う

ための装置であって政令で定めるものを用いた検査（医師又は歯科医師の指示の下に行うものに限る。）を行うことを業と

することができる。 

 第二十六条一項 診療放射線技師は、医師又は歯科医師の具体的な指示を受けなければ、放射線を人体に対して照射してはならない。 

    第二項   診療放射線技師は、病院又は診療所以外の場所においてその業務を行つてはならない。ただし、次に掲げる場合はこの限り

でない。   

     一     医師又は歯科医師が診察した患者について、その医師又は歯科医師の指示を受け、出張して百万電子ボルト未満のエネルギ

ーを有するエツクス線を照射する場合 

     二     多数の者の健康診断を一時に行う場合において、医師又は歯科医師の立会いの下に百万電子ボルト未満のエネルギーを有す

るエツクス線を照射するとき。 

診療放射線技師法施行令（昭和２８年政令第３８５号） 

 第十七条      法第二十四条の二の政令で定める装置は、次に掲げる装置とする。 

      一    磁気共鳴画像診断装置 

      二    超音波診断装置 

      三    眼底写真撮影装置（散瞳薬を投与した者の眼底を撮影するためのものを除く。） 

 

＜臨床検査技師＞ 

臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号） 

資料１－２ 
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第二条       この法律で「臨床検査技師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、臨床検査技師の名称を用いて、医師又は歯科医師の指        

示の下に、微生物学的検査、血清学的検査、血液学的検査、病理学的検査、寄生虫学的検査、生化学的検査及び厚生労働省

令で定める生理学的検査を行うことを業とする者をいう。 

 第二十条の二   臨床検査技師は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわ

らず、診療の補助として採血（医師又は歯科医師の具体的な指示を受けて行うものに限る。）及び第二条の厚生労働省令で

定める生理学的検査を行うことを業とすることができる。 

臨床検査技師等に関する法律施行規則（昭和３３年厚生省令第２４号） 

第一条      臨床検査技師等に関する法律（以下、「法」という。）第二条の厚生労働省令で定める生理学的検査は、次に掲げる検査とす

る。 

       一   心電図検査（体表誘導によるものに限る。） 

二   心音図検査  

三   脳波検査（頭皮誘導によるものに限る。）  

四   筋電図検査（針電極による場合のせん刺を除く。）   

五   基礎代謝検査  

六   呼吸機能検査（マウスピース及びノーズクリップ以外の装着器具によるものを除く。）  

七   脈波検査  

八   熱画像検査  

九   眼振電図検査（冷水若しくは温水、電気又は圧迫による刺激を加えて行うものを除く。）  

十   重心動揺計検査  

十一  超音波検査  

十二  磁気共鳴画像検査  

十三  眼底写真検査（散瞳薬を投与して行うものを除く。）  

十四  毛細血管抵抗検査  

十五  経皮的血液ガス分圧検査  

十六  聴力検査（気導により行われる定性的な検査であつて次に掲げる周波数及び聴力レベルによるものを除いたものに限る。） 

       イ 周波数千ヘルツ及び聴力レベル三十デシベルのもの 

       ロ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル二十五デシベルのもの 

       ハ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル三十デシベルのもの 
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       ニ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル四十デシベルのもの 

    

＜理学療法士及び作業療法士＞ 

理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号） 

第二条第一項   この法律で「理学療法」とは、身体に障害のある者に対し、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、治療体操その 

他の運動を行なわせ、及び電気刺激、マツサージ、温熱その他の物理的手段を加えることをいう。 

      第二項    この法律で「作業療法」とは、身体又は精神に障害のある者に対し、主としてその応用的動作能力又は社会的適応能力の回

復を図るため、手芸、工作その他の作業を行なわせることをいう。 

     第三項   この法律で「理学療法士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、理学療法士の名称を用いて、医師の指示の下に、理学療法

を行なうことを業とする者をいう。 

     第四項   この法律で「作業療法士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、作業療法士の名称を用いて、医師の指示の下に、作業療法

を行なうことを業とする者をいう。 

 第十五条      理学療法士又は作業療法士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の

規定にかかわらず、診療の補助として理学療法又は作業療法を行なうことを業とすることができる。 

 

＜視能訓練士＞ 

視能訓練士法（昭和４６年法律第６４号） 

第二条      この法律で「視能訓練士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、視能訓練士の名称を用いて、医師の指示の下に、両眼視機

能に障害のある者に対するその両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な検査を行なうことを業とする者をい

う。 

 第十七条第一項  視能訓練士は、第二条に規定する業務のほか、視能訓練士の名称を用いて、医師の指示の下に、眼科に係る検査（人体に影

響を及ぼす程度が高い検査として厚生労働省令で定めるものを除く。次項において「眼科検査」という。）を行うことを業

とすることができる。 

     第二項  視能訓練士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわら

ず、診療の補助として両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な検査並びに眼科検査を行うことを業とすること

ができる。 

第十八条     視能訓練士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める矯正訓練又は検査を行つてはならない。 

視能訓練士法施行規則（昭和４６年厚生省令第２８号） 
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 第十四条の二   法第十七条第一項の厚生労働省令で定める検査は、涙道通水通色素検査（色素を点眼するものを除く。）とする。 

 第十五条     法第十八条の厚生労働省令で定める矯正訓練又は検査は次のとおりとする。 

         矯正訓練 

          抑制除去訓練法 

          異常対応矯正法 

眩惑刺激法 

残像法 

         検査 

          散瞳薬の使用 

          眼底写真撮影検査 

          網膜電図検査 

          眼球電図検査 

          眼振電図検査 

          視覚誘発脳波検査 

 

＜言語聴覚士＞ 

言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号） 

 第二条      この法律で「言語聴覚士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声機能、言語機能又は聴覚

に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他

の援助を行うことを業とする者という。 

  第四十二条    言語聴覚士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわら

ず、診療の補助として、医師又は歯科医師の指示の下に、嚥下訓練、人工内耳の調整その他厚生労働省令で定める行為を行

うことを業とすることができる。 

言語聴覚士法施行規則（平成１０年厚生省令第７４号） 

 第二十二条    法律第四十二条第一項の厚生労働省令で定める行為は、次のとおりとする。 

       一   機器を用いる聴力検査（気導により行われる定性的な検査で次に掲げる周波数及び聴力レベルによるものを除く。） 

         イ 周波数千ヘルツ及び聴力レベル三十デシベルのもの 

       ロ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル二十五デシベルのもの 
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       ハ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル三十デシベルのもの 

       ニ 周波数四千ヘルツ及び聴力レベル四十デシベルのもの 

      二        聴性脳幹反応検査 

      三    音声機能に係る検査及び訓練（他動運動若しくは抵抗運動を伴うもの又は薬剤若しくは器具を使用するものに限る。） 

      四        言語機能に係る検査及び訓練（他動運動若しくは抵抗運動を伴うもの又は薬剤若しくは器具を使用するものに限る。） 

      五        耳型の採型 

      六    補聴器装用訓練 

 

＜臨床工学技士＞ 

臨床工学技士法（昭和６２年法律第６０号） 

 第二条第一項   この法律で「生命維持管理装置」とは、人の呼吸、循環又は代謝の機能の一部を代替し、又は補助することが目的とされて

いる装置をいう。 

        第二項   この法律で「臨床工学技士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、臨床工学技士の名称を用いて、医師の指示の下に、生命

維持管理装置の操作（生命維持管理装置の先端部の身体への接続又は身体からの除去であつて政令で定めるものを含む。

以下、同じ。）及び保守点検を行うことを業とする者をいう。 

 第三十七条第一項 臨床工学技士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかか

わらず、診療の補助として生命維持管理装置の操作を行うことを業とすることができる。 

 第三十八条    臨床工学技士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める生命維持管理装置の操作を行つてはならな

い。 

臨床工学技士法施行令（昭和６３年政令第２１号） 

第一条       臨床工学技士法（以下、「法」という。）第二条第二項の政令で定める生命維持管理装置の先端部の身体への接続又は身体

からの除去は、次のとおりとする。 

          一     人工呼吸装置のマウスピース、鼻カニューレその他の先端部の身体への接続又は身体からの除去（気管への接続、又は気

管からの除去にあつては、あらかじめ接続用に形成された気管の部分への接続又は当該部分からの除去に限る。） 

       二     血液浄化装置の穿刺針その他の先端部のシャントへの接続又はシャントからの除去 

       三     生命維持管理装置の導出電極の皮膚への接続又は皮膚からの除去 

臨床工学技師法施行規則（昭和６３年厚生省令第１９号） 

 第三十二条    法第三十八条の厚生労働省令で定める生命維持管理装置の操作は、次のとおりとする。 
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     一    身体への血液、気体又は薬剤の注入 

     二    身体からの血液又は気体の抜き取り（採血を含む。） 

     三    身体への電気的刺激の負荷 

 

＜義肢装具士＞ 

義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号） 

第二条第一項    この法律で「義肢」とは、上肢又は下肢の全部又は一部に欠損のある者に装着して、その欠損を補てんし、又はその欠損

により失われた機能を代替するための器具器械をいう。 

     第二項    この法律で「装具」とは、上肢若しくは下肢の全部若しくは一部又は体幹の機能に障害のある者に装着して、当該機能を

回復させ、若しくはその低下を抑制し、又は当該機能を補完するための器具器械をいう。 

        第三項    この法律で「義肢装具士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、義肢装具士の名称を用いて、医師の指示の下に、義肢及

び装具の装着部位の採型並びに義肢及び装具の製作及び身体への適合（以下「義肢装具の製作適合等」という。）を行うこ

とを業とする者をいう。 

 第三十七条第一項 義肢装具士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわ

らず、診療の補助として義肢及び装具の装着部位の採型並びに義肢及び装具の身体への適合を行うことを業とすることが

できる。 

 第三十八条    義肢装具士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める義肢及び装具の装着部位の採型並びに義肢及

び装具の身体への適合を行つてはならない。 

義肢装具士法施行規則（昭和６３年） 

 第三十二条    法第三十八条の厚生労働省令で定める義肢及び装具の装着部位の採型並びに義肢及び装具の身体への適合は、次のとおり

とする。 

       一    手術直後の患部の採型及び当該患部への適合 

       二    ギプスで固定されている患部の採型及び当該患部への適合 

 

＜救急救命士＞ 

救急救命士法（平成３年法律第３６号）    

 第二条第一項    この法律で「救急救命処置」とは、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危険な状態にある傷病者（以

下この項及び第四十四条第二項において「重度傷病者」という。）が病院又は診療所に搬送されるまでの間に、当該重度傷
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病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷病者の症状の著しい悪化を防止し、又

はその生命の危険を回避するために緊急に必要なものをいう。 

        第二項    この法律で「救急救命士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を用いて、医師の指示の下に、救急救

命処置を行うことを業とする者をいう。 

 第四十三条第一項 救急救命士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわ

らず、診療の補助として救急救命処置を行うことを業とすることができる。 

 第四十四条第一項 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める救急救命処置を行ってはならない。 

    第二項     救急救命士は、救急用自動車その他の重度傷病者を搬送するためのものであって厚生労働省令で定めるもの（以下この項  

及び第五十三条第二号において「救急用自動車等」という。）以外の場所においてその業務を行ってはならない。ただし、

病院又は診療所への搬送のため重度傷病者を救急用自動車等に乗せるまでの間において救急救命処置を行うことが必要と

認められる場合は、この限りでない。 

救急救命士法施行規則（平成３年厚生省令第４４号） 

第二十一条    法第四十四条第一項の厚生労働省令で定める救急救命処置は、重度傷病者（その症状が著しく悪化するおそれがあり、又

はその生命が危険な状態にある傷病者をいう。以下次条において同じ。）のうち、心肺機能停止状態の患者に対するもので

あって、次に掲げるものとする。 

           一    厚生労働大臣の指定する薬剤を用いた静脈路確保のための輸液 

       二    厚生労働大臣の指定する器具による気道確保 

       三    厚生労働大臣の指定する薬剤の投与 

救急救命士法施行規則第二十一条第一号の規定に基づき厚生労働大臣の指定する薬剤（厚生労働省告示） 

  救急救命士法施行規則（平成三年厚生省令第四十四号）第二十一条第二号の規定に基づき、厚生大臣の指定する薬剤を次のとおり定める。 

  乳酸リンゲル液 

救急救命士法施行規則第二十一条第二号の規定に基づき厚生労働大臣の指定する器具（厚生労働省告示） 

救急救命士法施行規則（平成三年厚生省令第四十四号）第二十一条第三号の規定に基づき、厚生大臣の指定する器具を次のとおり定める。 

  食道閉鎖式エアウエイ、ラリンゲアルマスク及び気管内チューブ 

救急救命士法施行規則第二十一条第三号の規定に基づき厚生労働大臣の指定する薬剤（厚生労働省告示） 

救急救命士法施行規則（平成三年厚生省令第四十四号）第二十一条第三号の規定に基づき、厚生労働大臣の指定する薬剤を次のように定め、

平成十八年四月一日から適用する。 

   エピネフリン 
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＜歯科衛生士＞ 

歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号） 

第二条第一項     この法律において「歯科衛生士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、歯科医師（歯科医業をなすことのできる医師を含

む。以下同じ。）の直接の指導の下に、歯牙及び口腔の疾患の予防処置として次に掲げる行為を行うことを業とする女子を

いう。 

         一     歯牙露出面及び正常な歯茎の遊離縁下の付着物及び沈着物を機械的操作によつて除去すること。 

      二     歯牙及び口腔に対して薬物を塗布すること。 

    第二項    歯科衛生士は、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわ

らず、歯科診療の補助をなすことを業とすることができる。 

        第三項    歯科衛生士は、前二項に規定する業務のほか、歯科衛生士の名称を用いて、歯科保健指導をなすことを業とすることがで

きる。 

 第十三条     歯科衛生士でなければ、第二条第一項に規定する業をしてはならない。但し、歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）

の規定に基づいてなす場合は、この限りでない。 

第十三条の二    歯科衛生士は、歯科診療の補助をなすに当つては、主治の歯科医師の指示があつた場合を除くほか、診療機械を使用し、

医薬品を授与し、又は医薬品について指示をなし、その他歯科医師が行うのでなければ衛生上危害を生ずるおそれのある

行為をしてはならない。ただし、臨時応急の手当をすることは、さしつかえない。 

第十三条の三     歯科衛生士は、歯科保健指導をなすに当たつて主治の歯科医師又は医師があるときは、その指示を受けなければならない。 

 

＜歯科技工士＞ 

歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）  

 第二条第一項    この法律において、「歯科技工」とは、特定人に対する歯科医療の用に供する補てん物、充てん物又は矯正装置を作成し、

修理し、又は加工することをいう。ただし、歯科医師（歯科医業を行うことができる医師を含む。以下同じ。）がその診療

中の患者のために自ら行う行為を除く。 

         第二項    この法律において、「歯科技工士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、歯科技工を業とする者をいう。 

 第十八条      歯科医師又は歯科技工士は、厚生労働省令で定める事項を記載した歯科医師の指示書によらなければ、業として歯科技工

を行つてはならない。ただし、病院又は診療所内の場所において、かつ、患者の治療を担当する歯科医師の直接の指示に

基づいて行う場合は、この限りでない。 
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＜薬剤師＞ 

薬剤師法（昭和３５年法律第１４５号） 

 第一条            薬剤師は、調剤、医薬品の供給その他薬事衛生をつかさどることによつて、公衆衛生の向上及び増進に寄与し、もつて国

民の健康な生活を確保するものとする。 

第十九条      薬剤師でない者は、販売又は授与の目的で調剤してはならない。ただし、医師若しくは歯科医師が次に掲げる場合におい

て自己の処方せんにより自ら調剤するとき、又は獣医師が自己の処方せんにより自ら調剤するときは、この限りでない。 

     一      患者又は現にその看護に当たつている者が特にその医師又は歯科医師から薬剤の交付を受けることを希望する旨を申し出

た場合 

     二      医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第二十二条各号の場合又は歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）第二十一

条各号の場合 

第二十三条第一項 薬剤師は、医師、歯科医師又は獣医師の処方せんによらなければ、販売又は授与の目的で調剤してはならない。 

    第二項    薬剤師は、処方せんに記載された医薬品につき、その処方せんを交付した医師、歯科医師又は獣医師の同意を得た場合を

除くほか、これを変更して調剤してはならない。 

第二十四条    薬剤師は、処方せん中に疑わしい点があるときは、その処方せんを交付した医師、歯科医師又は獣医師に問い合わせて、

その疑わしい点を確かめた後でなければ、これによつて調剤してはならない。 


